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東京高判平成 26 年 10 月 16 日 (第 1 審東京地判平成 26 年
1 月 9 日)
(2) 安愚楽牧場事件の損害賠償請求事件・判決
① 大阪地判平成 28 年 5 月 30 日 損害賠償請求事件
② 東京地判平成 28 年 10 月 20 日 損害賠償請求事件
(以上、本号)












まれると利益金を得るという仕組みで、全国 40 カ所の直営牧場と約 350
カ所の預託牧場で、黒毛和牛約 14 万 6 千頭を飼育し、全国 7 万 3 千人の





宮崎県で 2010 年に発生した口蹄疫や、2011 年の東京電力福島原子力発
電所事故に伴う牛肉の放射性セシウム汚染などの風評被害で安愚楽牧場の
経営が悪化し、2011 年に経営が破綻し、負債総額は約 4300 億円と報じら
れた
( 2 )
。安愚楽牧場は、2011 年 12 月に東京地裁から破産手続きの開始決定
を受けた。
2013 年 6 月、元社長ら旧経営陣 3人は、「契約を締結する際に、事実と
は異なる説明をして顧客を勧誘した」とされ、「不実の告知」による特定














東京地裁は、特定商品預託法違反の併合罪で元社長に懲役 2 年 10 月
(求刑懲役 3 年)、元幹部 1 人に懲役 2 年 4 月 (求刑懲役 3 年) の有罪判決
を言い渡した (東京地判平成 26 年 1 月 9 日)。
近畿地方の出資者 9 人が安愚楽牧場の元役員らに対して約 1憶 6000 万
円の損害賠償を求めて提訴し、平成 28 年 5 月、大阪地裁は、元取締役と
( 1 ) 朝日新聞 2011 年 12 月 30 日、同 2012 年 5 月 31 日。
( 2 ) 朝日新聞 2013 年 6 月 18 日。




しての注意義務違反を認めて、会社法 429 条 1項に基づいて損害賠償を
命じた (大阪地判平成 28 年 5 月 30 日)。
関東でも、出資者 25 人が元社長ら役員 3 人に計約 1 億 900 万円の損害
賠償を求める訴訟を提起し、東京地裁は平成 28 年 10 月、元社長らに全額
の支払いを命じる判決を下した。出資者側は、同牧場の「和牛オーナー制
度」が、1996 年には繁殖牛が不足して架空の牛などを割り当てる状態に
なっていたのに、2008 年から 2011 年に、原告の出資者に牧場側が嘘の説
明をして契約を結んだと主張し、違法行為を放置した元社長らに役員とし
ての責任があると訴えた。裁判で元社長らは争わず、判決は出資者側の主
張通り、元社長らに会社法 429 条 1項の賠償責任があると判断した (東京
地判平成 28 年 10 月 20 日)。
ところが、およそ 1 年後の平成 29 年 4 月 20 日、大阪高裁は、元役員















元取締役らは違法行為を防ぐことは難しかったと判断し、会社法 429 条 1
399(915)














東京高判平成 26 年 10 月 16 日 (TKC 法律情報データベース【文献番号】












( 4 ) 読売新聞 2017 年 4 月 21 日、大阪高判平成 29 年 4 月 20 日 (金融・商事判例 1519 号 12
頁・裁判所ウェブサイト)。
400 (916)



























き不実のことを告げたことに関して、原判決 (東京地判平成 26 年 1 月 9
( 5 ) ｢特定商品等の預託等取引契約に関する法律」第 4 条 (預託等取引契約の締結又は更新
についての勧誘等) および第 14 条 (罰則) 参照。
401(917)
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日) は、罰則 (4 条 1項、14 条 1 号、17 条 (両罰規定)) の趣旨に照らし
て反規範性の高い行為であるとして、被告人 Aを懲役 2 年 10 月に、被告


















〔事案の概要〕 ( 1 ) 被告らは、安愚楽本体又はその関連会社の役員であったか、
現在も役員である者である。被告オーマン、被告エー・アイ・シー及び被告オーエ
ムは安愚楽本体の関連会社である。
( 2 ) 安愚楽本体 安愚楽本体は、昭和 56 年 12 月 18 日に有限会社安愚楽共済牧
場として設立され、主として、直営牧場及び預託牧場において黒毛和種牛の畜産を




商事判例 1517 号 8頁) 参照。
402 (918)
行い、黒毛和種牛委託オーナー制度を運営し、その他食肉加工品の製造販売等を営












(安愚楽本体は、平成 23 年 8 月 9 日に民事再生手続開始申立てを行い、同年 9月
6 日に東京地裁が民事再生手続開始決定をしたが、同年 12 月 9 日には破産手続開
始が決定され、平成 26 年 3 月 12 日頃には破産手続が終了している。)









( 4 ) 原告らが締結したオーナー契約の概要 原告らは、平成 15 年 6 月頃から平

























( 5 ) オーナーは再売買請求権を行使するのが通常であり、安愚楽本体は、創業し
た昭和 56 年から民事再生申立てをした平成 23 年 8 月まで、子牛の市場価格や為替
変動に関わりなくオーナーに対して購入代金と同額の再売買代金を支払ってきたし、
子牛の出生及び生存の有無にかかわらず、少なくとも年 3ないし 4 %程度の配当を
行っていた。


























22 年 4 月の口蹄疫問題発生後は 11 万頭前後で推移していた。
Bが安愚楽本体の常務取締役となった頃である平成 8年 3月末、平成 9年 3月末
の期末決算でも、繁殖牛数はオーナー契約頭数に不足しており、安愚楽本体は繁殖
牛以外の牝牛をオーナーに割り当て続けていた。
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業員、畜産部の一部の従業員など限られた者にしか知らされていなかった。平成
22 年 10 月以降は、畜産部からオーナー管理部に対し、育成牛から繁殖牛に新たに
登録された牛の耳標番号データが送られてくることもなくなった。
平成 19 年 3 月末から平成 23 年 3 月末までの間で、オーナー契約頭数に占める安
愚楽本体が所有又は管理する繁殖牛頭数の割合は、多くて 69.5%、少ないときは
55.9%であった。




( 9 ) 増頭計画の概要及び修正 A社長は、平成 22 年頃、平成 25 年度までに繁
殖牛頭数を 25 万頭にする増頭計画を立案したが、平成 22 年 4 月にいわゆる口蹄疫
問題が発生し (約 1 万 5000 頭を殺処分したが、うち 6000 頭は繁殖牛であった。)、




ア 平成 7 年頃及び平成 13 年頃のオーナー契約書 (和牛 (黒毛和種) 売買委託契

















また、安愚楽本体において作成されていた平成 21 年 7 月末から平成 23 年 7 月末
までの間の棚卸表の繁殖牛頭数とその当時のオーナー契約頭数を比較すると、一貫
して、繁殖牛頭数がオーナー牛頭数よりも、およそ 3 万 9000 頭から 4万 9000 頭少
ないということを知ることは可能であった。


















(12) 決算報告書に記載された平成 14 年度ないし平成 23 年度期末の資産合計額及
び負債合計は次表 (略) のとおりである。なお、この負債合計には将来の再売買代
407(923)
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金支払債務は含まれていないが、安愚楽本体が民事再生手続を申し立てた平成 23
年 8 月 9 日時点における再売買予定金額は総計約 4200 億円であった。
(13) A社長及び Bは、平成 22 年 9 月頃から平成 23 年 7 月頃までの間、オーナー
契約を希望する顧客 192名に対し、繁殖牛が存在しないにもかかわらず、購入する
繁殖牛が実在する旨記載したオーナー制度案内や、実在しない繁殖牛の耳標番号
(下三桁が 002 のもの) を記載した契約書用紙を送付するなどして顧客の判断に影
響を及ぼすこととなる重要な特定商品の保有の状況につき不実の事実を告げたとい
う特定商品預託法違反で起訴され、有罪判決を受けた (東京高判平成 26 年 10 月
16 日 第一審東京地判平成 26 年 1 月 9 日)。
(14) 安愚楽本体は、平成 23 年 4 月 27 日付け書面により、平成 23 年 4 月に契約期
間満了を迎えるオーナーに対し、福島原子力発電所事故による風評被害や自粛の影
響で牛肉需要が落ち込み価格も下落したことから、再売買代金の支払時期を 4月か
ら 5 月末日に遅らせてほしいこと、1か月分の利益金は 4月末日までに支払い、再
売買代金の遅延損害金として 1%相当額の商品券を 5 月末に送付すること、5 月末
には契約期間 1 年間、契約金額 100 万円、子牛予定売却利益 6万円とする「切り替
え特別コース」の募集がある旨通知した。そして、安愚楽本体は、同年 5 月及び 6
月にも各月で契約期間満了を迎えるオーナーに対し、同内容の通知を行ったが、6
月末の支払も遅滞した。
(15) 安愚楽本体は、平成 23 年 8 月 9 日、東京地方裁判所に民事再生手続開始の申
立てを行った。東京地方裁判所は同年 9 月 6 日に民事再生手続開始決定をしたが、


























( 1 ) 特定商品預託法違反について ｢原告らは、安愚楽本体との間で平成 15 年 6






















































































しかしながら、Y24 は平成 9 年 5 月にはバンナに出向となっていること、平成 13
年にはいわゆる BSE 感染牛問題が発生し、平成 14 年には企業による食肉偽装事件
が発覚、平成 19 年には和牛預託商法に警視庁の家宅捜索が入るなど、Y24 が安愚
楽本体の取締役を退任した後にオーナー制度の持続可能性に影響しうる出来事が発
生していること、Y24 が安愚楽本体の取締役を退任した平成 11 年 4 月 15 日までに
繁殖牛の頭数不足がどの程度であったかは明らかではなく、これを解消する可能性
がなくなっていたとまで認めるに足る証拠はないこと、Y24 が安愚楽本体の取締役




② ｢Y5 は、平成 15 年頃から税理士業務を行い、平成 21 年 9 月 5 日から安愚楽本
体の監査役を務めた。安愚楽本体は監査役を置く旨の定款の定めのある特例有限会
社であり、監査役の監査の範囲は会計に関するものに限定されていたが (会社法整





しかし、安愚楽本体は、平成 14 年度期末から負債合計は 300 億円を超えており、
平成 21 年度期末以降は 655 億円を超える負債額となっていることからすれば、通
常の株式会社に移行した後は、会社法上の大会社にあたる株式会社として会計監査
人設置会社 (会社法 2条 6 号、同条 24 号、同法 328 条、同法 2条 11 号) に当たる
ので、定款の規定によっても監査役の監査の範囲を会計監査に限定することはでき
なくなったものと解され、そうすると、平成 21 年 4 月 1 日以降の安愚楽本体の監
査役は、会計監査のみならず業務監査まで行う任務があったといえる (会社法 389
条 1項)。
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従って、Y5 が遅くとも平成 22 年 6 月以降に締結されたオーナー契約に関する
限りで、原告らの Y5 に対する共同不法行為及び会社法 429 条 1項に基づく損害賠
償請求は理由がある。」
③ ｢Y6 は、平成 13 年 4 月 2 日から平成 15 年 5 月 15 日までの間、安愚楽本体の
取締役を務めたものであり、平成 17 年 7 月 1 日以降は執行役員 (会社法上の執行
役ではなく、事実上の執行役員であると認められる。) を務め、その間も役員会に
出席していたものである。そして、平成 8年頃には安愚楽本体が所有又は管理する

























｢被告 Y6 については別表 5「被告 Y6認容額」、被告 Y5 については同表「被告
Y5認容額」のとおりである。なお、平成 22 年 6 月より前に締結されたオーナー契




に対し別表 5 (略)「被告 Y6認容額」欄記載の各原告の認容額欄記載の金額及びこ
れに対する平成 23 年 9 月 10 日から支払済みまで民法所定年 5分の割合による遅延
損害金の支払を求める限度で、被告 Y5 に対し別表 5 (略)「被告 Y5認容額」欄の
各原告の認容額欄記載の金額 (この金額の限度で被告 Y6 と連帯して) 及びこれら
に対するいずれの不法行為よりも後の日である平成 23 年 9 月 10 日から支払済みま
で民法所定年 5分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから認
415(931)






( 1 ) 特定商品預託法違反に関して、安愚楽本体のパンフレットや契約書
の内容は特定商品預託法 4条 1項の不実告知に該当すると認めている。





( 3 ) 説明義務違反については、「安愚楽本体が債務超過の常況にあったと
いう事実について説明義務があったと認めることはできないが、安愚楽本








第 8 条 (その他の罰則) ① いかなる名義をもつてするかを問わず、また、いかなる方
法をもつてするかを問わず、第 5条第 1項若しくは第 2項、第 5条の 2 第 1項又は第 5条
の 3の規定に係る禁止を免れる行為をした者は、5年以下の懲役若しくは 1000 万円以下の
罰金に処し、又はこれを併科する。
② いかなる名義をもつてするかを問わず、また、いかなる方法をもつてするかを問わず、
第 5 条第 3項の規定に係る禁止を免れる行為をした者は、10 年以下の懲役若しくは 3000
万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
③ 次の各号のいずれかに該当する者は、3 年以下の懲役若しくは 300 万円以下の罰金に
処し、又はこれを併科する。
一 第 1条、第 2条第 1項、第 3条又は第 4条第 1項若しくは第 2項の規定に違反した者
二 いかなる名義をもつてするかを問わず、また、いかなる方法をもつてするかを問わ
ず、前号に掲げる規定に係る禁止を免れる行為をした者













Y24 は平成 9 年 5 月にはバンナに出向となっていること、平成 13 年には




任した平成 11 年 4 月 15 日までに繁殖牛の頭数不足がどの程度であったか
は明らかではなく、これを解消する可能性がなくなっていたとまで認める
に足る証拠はないこと、Y24 が安愚楽本体の取締役を退任してから原告




② 被告 Y5 は、平成 15 年頃から税理士業務を行い、平成 21 年 9 月 5 日
から安愚楽本体の監査役を務めていた。安愚楽本体は監査役を置く旨の定
款の定めのある特例有限会社であり、監査役の監査の範囲は会計に関する
ものに限定されていたが (会社法整備法 24 条)、平成 21 年 4 月 1 日に、
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の範囲は会計監査に限定することが前提とされていた。
しかし、安愚楽本体は、平成 14 年度期末から負債合計は 300 億円を超
えており、平成 21 年度期末以降は 655 億円を超える負債額となっている
から、通常の株式会社に移行した後は、会社法上の大会社にあたる株式会
社として会計監査人設置会社 (会社法 2条 6号、同条 24 号、同法 328 条、
同法 2 条 11 号) に当たるので、定款の規定によっても監査役の監査の範
囲を会計監査に限定することはできなくなったものと解され、平成 21 年
4 月 1 日以降の安愚楽本体の監査役は、会計監査のみならず業務監査まで
行う任務があったことになる (会社法 389 条 1項)。






本件では、平成 22 年 4 月又は 5 月頃の時点において安愚楽本体が所有
する牛の数がオーナー契約頭数を大幅に下回る常況になっていたこと、平



























るよう進言するなどしていたとすれば、遅くとも平成 22 年 6 月以降新た
なオーナー契約が締結されることを防ぐことができた可能性があると認め
られるところ、Y5 はこれを怠り、何ら業務監査を行っていない点に注意
義務および任務懈怠があり、遅くとも平成 22 年 6 月以降に締結された
オーナー契約に関する限りで、原告らの Y5 に対する共同不法行為および
会社法 429 条 1項に基づく損害賠償請求は理由がある、と判決した。
③ 平成 13 年 4 月 2 日から平成 15 年 5 月 15 日までの間、安愚楽本体の
取締役を務めた被告 Y6 は、平成 17 年 7 月 1 日以降は執行役員を務め、
その間も役員会に出席してが、平成 8年頃には安愚楽本体が所有または管
理する繁殖牛頭数がオーナー契約頭数を下回る事態になっていたこと、平
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当てている可能性を認識すべきであったといえる。
Y6 は、安愚楽本体の取締役及び役員会に出席した執行役員として、取





















あり、遅くとも平成 22 年 6 月以降に締結されたオーナー契約に関する限
りで、原告らの Y5 に対する共同不法行為および会社法 429 条 1項に基づ
く損害賠償請求は理由があるとし、取締役および執行役員を務めた Y6 に






び会社法 429 条 1項に基づく損害賠償請求には理由があると判決している。
② 東京地判平成 28 年 10 月 20 日 損害賠償請求事件 (TKC 法律情報データベー
ス 25536950)
〔事案の概要〕 ( 1 ) 株式会社安愚楽牧場 (ただし、設立時である昭和 56 年 12 月
18 日から平成 21 年 3 月 31 日までは「有限会社安愚楽共済牧場」であり、平成 21
年 4 月 1 日から「株式会社安愚楽牧場」となった。) を商号変更の前後を問わず
「安愚楽牧場」という。
被告 P1 は昭和 62 年 12 月 1 日から安愚楽牧場の取締役を務め、平成 2年 3 月 16
日からは安愚楽牧場の代表取締役を務めた。被告 P2 は、安愚楽牧場が設立された
昭和 56 年 12 月 18 日から平成 2年 3 月 16 日までの間、安愚楽牧場の代表取締役を
務め、平成 17 年 7 月 11 日から平成 23 年 5 月 24 日までの間、安愚楽牧場の取締役
を務め、取締役退任後も安愚楽牧場の執行役員を務めた。被告 P3 は、平成 8 年 6
月 1 日から平成 10 年 1 月 5 日までの間及び平成 15 年 6 月 5 日から平成 20 年 3 月
31 日までの間、安愚楽牧場の取締役を務め、取締役退任後も平成 21 年 6 月 30 日
までの間、安愚楽牧場の執行役員を務めた。











安愚楽牧場事件と会社法 429 条 (1)
〔5〕安愚楽牧場は、オーナーに対し、前記〔4〕の買戻しまでの間、毎年約定の利
益金 (おおむね前記〔1〕の売買代金の 3 ないし 9 %であった。以下、単に「利益
金」) を支払う。
② オーナー契約は、オーナーに子牛を出産することができる繁殖牛を割り当てる














責任 (有限会社法 30 条の 3 第 1項または会社法 429 条 1項) に基づいて損害賠償
を請求した(出資者 25 人が元社長ら役員 3 人に計約 1億 900 万円の損害賠償を求め
た)。
〔判 決〕(認容) ｢被告 P1 は、昭和 62 年 12 月 1 日から安愚楽牧場の取締役を務







がって、被告 P1 は、オーナー契約を締結した原告らに対して有限会社法 30 条の 3
第 1項又は会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を負う」。
｢被告 P2 は、安愚楽牧場が設立された昭和 56 年 12 月 18 日から平成 2年 3 月 16
日までの間、安愚楽牧場の代表取締役を務め、平成 17 年 7 月 11 日から平成 23 年








あった。したがって、P2 は、原告らのうち平成 23 年 5 月 24 日までの間にオー
ナー契約を締結した者に対して有限会社法 30 条の 3 第 1項又は会社法 429 条 1項
に基づき損害賠償責任を負う。
さらに、P2 は、平成 23 年 5 月 24 日に取締役を退任した後も執行役員を務めて
いた上に、自らの取締役としての職務懈怠を解消するための対応を何らしていない
し、その後の被害の拡大防止についての努力も何らしていないのであるから、P2
の職務懈怠は、平成 23 年 5 月 24 日よりも後にオーナー契約を締結した原告らに生
じた損害との間にも相当因果関係がある。したがって、P2 は、原告らのうち平成
23 年 5 月 24 日よりも後にオーナー契約を締結した者に対しても有限会社法 30 条
の 3第 1項又は会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を負う。」
｢被告 P3 は、平成 8年 6 月 1 日から平成 10 年 1 月 5 日までの間及び平成 15 年 6
月 5 日から平成 20 年 3 月 31 日までの間、安愚楽牧場の取締役を務め、取締役退任










平成 20 年 3 月 31 日までの間にオーナー契約を締結した者に対して有限会社法 30
条の 3第 1項又は会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を負う。




いのであるから、被告 P3 の職務懈怠は、平成 20 年 3 月 31 日よりも後にオーナー
契約を締結した原告らに生じた損害との間にも相当因果関係がある。したがって、
P3 は、原告らのうち平成 20 年 3 月 31 日よりも後にオーナー契約を締結した者に
対しても有限会社法 30 条 3 第 1項又は会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を
負う。」
｢原告らの被告らに対する役員責任 (有限会社法 30 条の 3 第 1項又は会社法 429
条 1項) に基づく損害賠償請求は全部理由があるから、これと選択的併合の関係に
ある共同不法行為責任に基づく損害賠償請求について判断するまでもなく、有限会
社法 30 条の 3 第 1項又は会社法 429 条 1項に基づく請求を認容する」として、元
社長らに全額 (1憶 900 万円) の支払いを命じる判決を言い渡した。




( 8 ) 旧有限会社法 30 条ノ 3 ① 取締役ガ其ノ職務ヲ行フニ付悪意又ハ重大ナル過失アリ
タルトキハ其ノ取締役ハ第三者ニ対シテモ亦連帯シテ損害賠償ノ責ニ任ズ






これと選択的併合の関係にある共同不法行為 (民 719 条) に基づく損害賠
償請求については判断していない。
( 2 ) 昭和 62 年 12 月 1 日から安愚楽牧場の取締役を務め、平成 2 年 3 月









限会社法 30 条の 3 第 1項または会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任
を負うとした。
( 3 ) 安愚楽牧場が設立された昭和 56 年 12 月 18 日から平成 2 年 3 月 16
日までの間、安愚楽牧場の代表取締役を務め、平成 17 年 7 月 11 日から平








「重大な過失」があったとし、P2 は、原告らのうち平成 23 年 5 月 24 日ま
での間にオーナー契約を締結した者に対して有限会社法 30 条の 3 第 1項
または会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を負うとした。
P2 は、平成 23 年 5 月 24 日に取締役を退任した後も執行役員を務めて
いた上に、自らの取締役としての職務懈怠を解消するための対応を何らし
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ていないし、その後の被害の拡大防止についての努力も何らしていないの
であるから、P2 の職務懈怠は、平成 23 年 5 月 24 日よりも後にオーナー
契約を締結した原告らに生じた損害との間にも相当因果関係がある。した
がって、P2 は、原告らのうち平成 23 年 5 月 24 日よりも後にオーナー契
約を締結した者に対しても有限会社法 30 条の 3 第 1項または会社法 429
条 1項に基づき損害賠償責任を負うとした。
( 3 ) 平成 8 年 6 月 1 日から平成 10 年 1 月 5 日までの間および平成 15 年
6 月 5 日から平成 20 年 3 月 31 日までの間、安愚楽牧場の取締役を務め、









うち平成 20 年 3 月 31 日までの間にオーナー契約を締結した者に対して有
限会社法 30 条の 3 第 1項または会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任
を負うとした。
さらに、P3 は、平成 20 年 3 月 31 日に取締役を退任した後も平成 21 年




平成 20 年 3 月 31 日よりも後にオーナー契約を締結した原告らに生じた損
害との間にも相当因果関係があるから、P3 は、原告らのうち平成 20 年 3
月 31 日よりも後にオーナー契約を締結した者に対しても有限会社法 30 条
3 第 1項または会社法 429 条 1項に基づき損害賠償責任を負うとした。
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( 4 ) 本判決は、会社法 429 条 1項を適用して安愚楽牧場の役員の損害賠
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